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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

1,400 220 1,620 39,500 4,456 43,956

新規 ハード 公共

【585】 【585】
25,795 25,795

継続 ハード 公共

45,500 2,866,400 1,046,822 3,958,722 19,200 65,100 130,915 215,215

継続 ハード 公共

17,200 1,950 19,150 103,620 339,500 37,730 480,850

継続 ハード 公共

32,800 3,674 36,474 8,400 11,300 1,300 21,000

継続 ハード

60,280 60,280

新規 ハード 公共

373,700 41,550 415,250

新規 ハード

7,279 7,279

新規 ハード 公共

30,100 6,236 36,336

新規 ハード 公共

600 170 770 6,200 727 6,927

総合戦略

新規 ハード 公共

重点課題プロジェクト

市民一人ひとりの防災力が高いまち”いとしま”プロジェクト

3,425 3,425

総合戦略

継続 ソフト

430
曽根体育館解体整備事業

生
涯
学
習
課

(

公

共

施

設

管

理

課

)

公共施設等の最適化を図るため、第１期アクションプランに基づき、老朽化が進んだ曽根体育館を解体する。

生
涯
学
習
課

（
公

共

施

設

管

理

課

）

公共施設等の最適化を図るため、第１期アクションプランに基づき、不用かつ老朽化が進んだ旧糸島地区自治会館を解体する。

414
男女共同参画センターラポー
ル解体事業

人
権
・
男
女
共

同
参
画
推
進
課

（
公

共

施

設

管

理

課

）

糸島市公共施設等総合管理計画に定めた公共施設等の質・量・コストの最適化を行うため

416
あごら中央監視システム改修
事業

介

護

・

高

齢

者

支

援

課

（
公

共

施

設

管

理

課

）

保健・福祉事業の拠点施設である、あごらの予防保全を適切に行うことにより、利用者への重大な被害が及ぶことを防止する。

418
新庁舎整備事業

公

共

施

設

管

理

課

市長公約

老朽化や狭隘化などの様々な課題を有する現庁舎を建替えて、新庁舎を整備することにより、防災機能の強化や市民サービスの向上を目指す。

420
庁舎新館大規模改修事業

公

共

施

設

管

理

課

市長公約

　新庁舎整備後、現在の市役所新館を大規模改修し、市内に点在する公共施設を集約・複合する。それにより、各種の市民ニーズにワン・ストップで対応できるなど、市民の利便性向上と公共施設の最適な配
置の実現を目的とする。

422
新庁舎周辺環境整備事業

公

共

施

設

管

理

課

防災機能の強化や市民サービスの向上を目指すため、新庁舎を現丸田公園に建設する。これを機に隣接する墓地を庁舎敷地として整理することにより、新庁舎の周辺環境を一体的に整備するもの。

424
火葬場維持管理事業

環
境
政
策
課

空調設備の更新により施設内環境がより改善され、市民満足度を向上させる。また、稼働から20年以上が経過した既設空調設備は劣化が著しく、応急対応が可能な規模でないため、計画的な更新により円滑
な火葬業務の継続を図る。

426
糸島市クリーンセンター設備
改修事業

環
境
政
策
課

Ｈ２６年～Ｈ２８年度にかけて、基幹的設備の大規模改修工事を実施し、Ｒ７年で改修後概ね１０年を迎えることから、施設の目標年度であるＲ１６年度まで稼働を継続させるため、老朽化している施設（設備）の
改修工事を実施するもの。

428
前原書庫解体事業 総

務
課

（
公

共

施

設

管

理

課

）

保管する文書を移動して前原書庫を解体する。

434
防災マイスター育成事業(防災
マイスター分）（重プロ）

危
機
管
理
課

市長公約

地域で主導的に防災に取り組み、避難行動や訓練などで活躍する中心的な人材を育成し、地域の防災力を高める。

432
旧糸島地区自治会館解体整
備事業

26
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































